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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スイッチング素子（２０１）を内蔵した複数の半導体モジュール（２）と、該半導体モ
ジュール（２）を制御する制御回路が形成された回路基板（３）とを備える電力変換装置
（１）であって、
　上記半導体モジュール（２）は、上記回路基板（３）に接続される複数の信号端子（２
１）を備えると共に、該複数の信号端子（２１）は、上記回路基板（３）側から見たとき
一直線上に一列に並んで配設された端子列（２２）を構成しており、
　上記複数の半導体モジュール（２）には、電力変換回路における高電位側に接続される
上アーム半導体モジュール（２Ｈ）と、該上アーム半導体モジュール（２Ｈ）と直列接続
されると共に上記電力変換回路における低電位側に接続される下アーム半導体モジュール
（２Ｌ）とがあり、
　上記上アーム半導体モジュール（２Ｈ）に設けられた上記端子列（２２）である上アー
ム端子列（２２Ｈ）と、上記下アーム半導体モジュール（２Ｌ）に設けられた上記端子列
（２２）である下アーム端子列（２２Ｌ）とは、上記各端子列（２２）における上記複数
の信号端子（２１）の並び方向（Ｙ）に互いにずれるとともに、該並び方向（Ｙ）と上記
信号端子の突出方向（Ｚ）との双方に直交する直交方向（Ｘ）にも互いにずれた状態で、
配置されており、
　また、複数の上記上アーム端子列（２２Ｈ）は、上記直交方向（Ｘ）に互いに並ぶよう
に配置され、複数の上記下アーム端子列（２２Ｌ）は、上記直交方向（Ｘ）に互いに並ぶ
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ように配置されていることを特徴とする電力変換装置（１）。
【請求項２】
　請求項１に記載の電力変換装置（１）において、複数の上記上アーム端子列（２２Ｈ）
と複数の上記下アーム端子列（２２Ｌ）とは、上記直交方向（Ｘ）に交互に配置されてい
ることを特徴とする電力変換装置（１）。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の電力変換装置（１）において、上記直交方向（Ｘ）から見たと
き、上記上アーム端子列（２２Ｈ）と上記下アーム端子列（２２Ｌ）とは、互いに重なら
ない位置に配置されていることを特徴とする電力変換装置（１）。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の電力変換装置（１）において、上記直交方向（Ｘ
）から見たとき、上記上アーム半導体モジュール（２Ｈ）と上記下アーム半導体モジュー
ル（２Ｌ）とは、少なくとも一部において重なっていることを特徴とする電力変換装置（
１）。
【請求項５】
　請求項４に記載の電力変換装置（１）において、複数の上記上アーム半導体モジュール
（２Ｈ）と複数の上記下アーム半導体モジュール（２Ｌ）とは、上記直交方向（Ｘ）に一
列にかつ交互に配置されていることを特徴とする電力変換装置（１）。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の電力変換装置（１）において、上記上アーム半導
体モジュール（２Ｈ）と上記下アーム半導体モジュール（２Ｌ）とは同一構造を有し、上
記直交方向（Ｘ）の向きが互いに反対向きとなるように配置されていることを特徴とする
電力変換装置（１）。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の電力変換装置（１）において、上記回路基板（３
）には、上記上アーム端子列（２２Ｈ）と上記下アーム端子列（２２Ｌ）との間の領域に
、電子部品（１１）が実装されていることを特徴とする電力変換装置（１）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スイッチング素子を内蔵した複数の半導体モジュールと、該半導体モジュー
ルを制御する制御回路が形成された回路基板とを備える電力変換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インバータやコンバータ等の電力変換装置は、複数の半導体モジュールとこれらを制御
する制御回路が形成された回路基板とを備えている。回路基板には、半導体モジュールの
信号端子が接続されると共に、制御回路を構成する種々の電子部品が実装される。ところ
が、回路基板の面積が大きくなると、電力変換装置の小型化の妨げとなることがある。
　特許文献１に記載の電力変換装置においては、回路基板に実装されてスイッチング素子
のスイッチングスピードを調整する調整部材を、回路基板の表裏に分散させて配置するこ
とで、回路基板の小型化を図っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２１３３０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記複数の半導体モジュールに設けられた複数の信号端子の配置によっ
ては、回路基板の小型化に限界があり、充分な電力変換装置の小型化が困難となる場合が
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ある。
【０００５】
　すなわち、上記特許文献１に開示された複数の半導体モジュールの配置は、高電位側の
上アーム半導体モジュールと低電位側の下アーム半導体モジュールとが各半導体モジュー
ルにおける複数の信号端子の並び方向と平行な方向に並んだ配置となっている。それゆえ
、複数の半導体モジュールの信号端子が接続される回路基板を、上記並び方向に小型化し
ようとする場合、上アーム半導体モジュールと下アーム半導体モジュールとを極力近付け
、上アーム半導体モジュールにおける複数の信号端子からなる上アーム端子列と、下アー
ム半導体モジュールにおける複数の信号端子からなる下アーム端子列とを極力近付けるこ
ととなる。しかし、この場合、上アーム端子列と下アーム端子列との間の沿面距離を充分
に確保することが困難となるおそれがある。
【０００６】
　その一方で、上記沿面距離を確保するために、上アーム端子列と下アーム端子列とを、
並び方向において互いに大きく引き離した構成とすると、回路基板を、上記並び方向に拡
大する必要が生じるおそれがある。その結果、電力変換装置の小型化が困難となるおそれ
がある。また、回路基板における上アーム端子列及び下アーム端子列に対応する接続部を
上記並び方向に分散配置することとなるため、回路基板における他の電子部品の搭載スペ
ースに制約が生じやすい。
【０００７】
　本発明は、かかる背景に鑑みてなされたもので、信号端子の並び方向における回路基板
の小型化を可能とすると共に、該回路基板における部品実装の自由度を向上することがで
きる電力変換装置を提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様は、スイッチング素子を内蔵した複数の半導体モジュールと、該半導体
モジュールを制御する制御回路が形成された回路基板とを備える電力変換装置であって、
　上記半導体モジュールは、上記回路基板に接続される複数の信号端子を備えると共に、
該複数の信号端子は、上記回路基板側から見たとき一直線上に一列に並んで配設された端
子列を構成しており、
　上記上アーム半導体モジュールに設けられた上記端子列である上アーム端子列と、上記
下アーム半導体モジュールに設けられた上記端子列である下アーム端子列とは、上記各端
子列における上記複数の信号端子の並び方向に互いにずれるとともに、該並び方向と上記
信号端子の突出方向との双方に直交する直交方向にも互いにずれた状態で、配置されてお
り、
　また、複数の上記上アーム端子列は、上記直交方向に互いに並ぶように配置され、複数
の上記下アーム端子列は、上記直交方向に互いに並ぶように配置されていることを特徴と
する電力変換装置にある（請求項１）。
【発明の効果】
【０００９】
　上記電力変換装置においては、上記上アーム端子列と上記下アーム端子列とが、上記直
交方向に互いにずれた状態で配置されている。これにより、上記上アーム端子列と上記下
アーム端子列とを上記並び方向に近付けても、両者間の沿面距離を確保することが可能と
なる。仮に、上アーム端子列と下アーム端子列とが上記直交方向における同じ位置に配置
されている場合、すなわち上アーム端子列と下アーム端子列とが上記並び方向に一直線上
に並んでいる場合、両者を上記並び方向に近付けると両者間の沿面距離が短くなってしま
う。
【００１０】
　これに対して、上アーム端子列と下アーム端子列とを上記直交方向にずらして配置する
ことにより、上アーム端子列と下アーム端子列とを上記並び方向に近付けても、両者間の
沿面距離を確保することができる。そのため、上アーム端子列及び下アーム端子列の配置
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スペースを、上記並び方向において縮小することが可能となる。その結果、上記並び方向
における回路基板の小型化が可能となる。
【００１１】
　また、これに伴い、回路基板における半導体モジュール以外の部品の実装スペースを確
保しやすくなる。つまり、上記並び方向における上アーム端子列及び下アーム端子列の配
置スペースを縮小することにより、上記並び方向における上アーム端子列及び下アーム端
子列の両側において、回路基板における部品実装スペースを広げることができる。また、
上アーム端子列と下アーム端子列とを上記直交方向にずらすことにより、上アーム端子列
と下アーム端子列との間において、回路基板に部品を実装する領域を確保することも可能
となる。このように、上記のような上アーム端子列と下アーム端子列との配置によって、
回路基板における部品実装の自由度を向上することもできる。
【００１２】
　以上のごとく、本発明によれば、信号端子の並び方向における回路基板の小型化を可能
とすると共に、該回路基板における部品実装の自由度を向上することができる電力変換装
置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例１における、回路基板を省略して、電力変換装置を突出方向から見た平面
図。
【図２】実施例１における、冷却器を省略して、電力変換装置を直交方向から見た正面図
。
【図３】実施例１における、冷却器を省略して、電力変換装置を並び方向から見た側面図
。
【図４】実施例１における、回路基板の平面図。
【図５】実施例１における、半導体モジュールの正面図。
【図６】実施例１における、電力変換回路の説明図。
【図７】実施例２における、回路基板を省略して、電力変換装置を突出方向から見た平面
図。
【図８】実施例２における、冷却器を省略して、電力変換装置を直交方向から見た正面図
。
【図９】実施例２における、回路基板の平面図。
【図１０】実施例３における、冷却器を省略して、電力変換装置を直交方向から見た正面
図。
【図１１】実施例３における、回路基板の平面図。
【図１２】比較例１における、回路基板を省略して、電力変換装置を突出方向から見た平
面図。
【図１３】比較例２における、回路基板を省略して、電力変換装置を突出方向から見た平
面図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　上記電力変換装置は、例えば、電気自動車やハイブリッド自動車等に搭載されるインバ
ータやコンバータ等とすることができる。
　また、複数の上記上アーム端子列と複数の上記下アーム端子列とは、上記直交方向に交
互に配置されていてもよい（請求項２）。この場合には、互いに直列接続される上記上ア
ーム半導体モジュールと下アーム半導体モジュールとの間の配線を効率的に行うことがで
きる。そして、この場合、上アーム端子列と下アーム端子列との沿面距離を考慮する必要
が特に生じるが、上述のように両者の配置を上記直交方向にずらすことで、沿面距離を確
保することができる。
【００１５】
　また、上記直交方向から見たとき、上記上アーム端子列と上記下アーム端子列とは、互
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いに重ならない位置に配置されていることが好ましい（請求項３）。この場合には、上ア
ーム端子列と下アーム端子列との沿面距離を確保しやすくなる。
【００１６】
　また、上記直交方向から見たとき、上記上アーム半導体モジュールと上記下アーム半導
体モジュールとは、少なくとも一部において重なっていることが好ましい（請求項４）。
この場合には、複数の半導体モジュールの配置スペースを、上記並び方向においてより小
さくすることができる。その結果、上記並び方向における電力変換装置の小型化を図るこ
とができる。
【００１７】
　また、複数の上記上アーム半導体モジュールと複数の上記下アーム半導体モジュールと
は、上記直交方向に一列にかつ交互に配置されていることが好ましい（請求項５）。この
場合には、複数の半導体モジュールの配置スペースを、上記並び方向において、更に小さ
くすることができ、上記並び方向における電力変換装置の一層の小型化を図ることができ
る。
【００１８】
　また、上記上アーム半導体モジュールと上記下アーム半導体モジュールとは同一構造を
有し、上記直交方向の向きが互いに反対向きとなるように配置されていることが好ましい
（請求項６）。この場合には、上アーム半導体モジュールと下アーム半導体モジュールと
の部品共通化を図ることができるため、電力変換装置の製造コストを低減することができ
る。
【００１９】
　また、上記回路基板には、上記上アーム端子列と上記下アーム端子列との間の領域に、
電子部品が実装されていてもよい（請求項７）。この場合には、上アーム端子列と下アー
ム端子列との間の領域を有効利用することができる。
　上記電子部品としては、例えば、半導体モジュールにおけるスイッチング素子がノイズ
によってオンされることを防ぐためのオフ保持回路を構成するＭＯＳＦＥＴ等とすること
ができる。
【実施例】
【００２０】
（実施例１）
　上記電力変換装置の実施例につき、図１～図６を用いて説明する。
　本例の電力変換装置１は、図１～図３に示すごとく、スイッチング素子２０１を内蔵し
た複数の半導体モジュール２と、該半導体モジュール２を制御する制御回路が形成された
回路基板３とを備える。
【００２１】
　半導体モジュール２は、図１、図５に示すごとく、回路基板３に接続される複数の信号
端子２１を備えると共に、該複数の信号端子２１は、回路基板３側から見たとき一直線上
に一列に並んで配設された端子列２２を構成している。
　複数の半導体モジュール２には、図６に示すごとく、電力変換回路における高電位側に
接続される上アーム半導体モジュール２Ｈと、該上アーム半導体モジュール２Ｈと直列接
続されると共に電力変換回路における低電位側に接続される下アーム半導体モジュール２
Ｌとがある。
【００２２】
　図１、図２に示すごとく、上アーム半導体モジュール２Ｈに設けられた端子列２２であ
る上アーム端子列２２Ｈと、下アーム半導体モジュール２Ｌに設けられた端子列２２であ
る下アーム端子列２２Ｌとは、各端子列２２における複数の信号端子２１の並び方向Ｙ及
び突出方向Ｚに直交する直交方向Ｘに、互いにずれた状態で配置されている。
【００２３】
　また、複数の上アーム端子列２２Ｈと複数の下アーム端子列２２Ｌとは、直交方向Ｘに
交互に配置されている。また、図１、図２に示すごとく、直交方向Ｘから見たとき、上ア
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ーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとは、互いに重ならない位置に配置されている
。すなわち、上アーム端子列２２Ｈ及び下アーム端子列２２Ｌを含めた複数の端子列２２
は、突出方向Ｚから見たとき、いわゆる千鳥配置されている。
【００２４】
　本例の電力変換装置１は、例えば電気自動車やハイブリッド自動車に搭載されるインバ
ータである。そして、上記複数の半導体モジュール２は、図６に示す電力変換回路（イン
バータ回路１２）を構成している。インバータ回路１２は、高電位ライン１２１と低電位
ライン１２２との間に、上アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌ
との直列体を３本並列に接続して設けてある。各半導体モジュール２は、ＩＧＢＴ等のス
イッチング素子２０１と、該スイッチング素子２０１に対して逆並列接続されたフリーホ
イールダイオード２０２とを内蔵している。
【００２５】
　上記直列体を構成する上アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌ
との間には、出力ライン１２３の一端が接続され、三相交流回転電機１３の電極にそれぞ
れ接続されている。つまり、上アーム半導体モジュール２Ｈのエミッタと、下アーム半導
体モジュール２Ｌのコレクタとの接続部に、出力ライン１２３が接続されている。そして
、３つの直列体からそれぞれ引き出された出力ライン１２３は、それぞれ、三相交流回転
電機１３のＵ相、Ｖ相、Ｗ相の電極に接続されている。
【００２６】
　半導体モジュール２は、図５に示すごとく、スイッチング素子２０１とこれに逆並列接
続されたフリーホイールダイオード２０２とを内蔵した本体部２００を有し、該本体部２
００から複数の信号端子２１が突出している。本体部２００は、略直方体形状を有し、そ
の６面のうちの最も面積の大きい一対の主面２０３が放熱面となっている。これらの主面
２０３とは異なる本体部２００の一つの端面２０４から、５本の信号端子２１が平行に突
出している。信号端子２１の本数は特に限定されるものではないが、本例においては、５
本設けられており、そのうちの３本は、それぞれスイッチング素子２０１のゲート、エミ
ッタ、センスエミッタに接続されている。さらに他の２本は、素子温度を検出するための
温度センサの一対の電極に接続されている。
【００２７】
　半導体モジュール２は、本体部２００における信号端子２１と反対側の端面２０５から
、２本のパワー端子２３を突出している。これらのパワー端子２３は、本体部２００にお
いて、スイッチング素子２０１におけるコレクタとエミッタとにそれぞれ接続されている
。
【００２８】
　上記５本の信号端子２１からなる端子列２２は、並び方向Ｙにおいて、本体部２００の
一方側に偏って形成されている。本例においては、本体部２００の中心よりも並び方向Ｙ
の一方側に集中してすべての信号端子２１が設けられている。
　上アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとは、同一構造を有し
ている。そして、図１、図２に示すごとく、上記直交方向Ｘの向きが互いに反対向きとな
るように配置されている。つまり、上アーム半導体モジュール２Ｈ及び下アーム半導体モ
ジュール２Ｌのいずれも、上述した構造の半導体モジュール２からなるが、その主面２０
３の向きが互いに反対向きとなるように配置されている。そして、互いの端子列２２が互
いに近接するように配置されている。
【００２９】
　電力変換装置１は、図１に示すごとく、半導体モジュール２を冷却するための冷却器４
を備えている。冷却器４は、並列配置された複数の冷却管４１を、その長手方向の両端部
において互いに連結して構成されている。そして、複数の冷却管４１は、複数の半導体モ
ジュール２と交互に積層されて積層体を構成している。冷却管４１は、半導体モジュール
２を一対の主面２０３から挟持するように接触している。積層体の積層方向が直交方向Ｘ
となり、冷却管４１の長手方向が並び方向Ｙとなる。
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【００３０】
　冷却器４は、積層体における積層方向の一端に、冷却媒体を導入する冷媒導入管４２１
と、冷却媒体を排出する冷媒導入管４２２とを、それぞれ設けている。
　半導体モジュール２は、隣り合う冷却管４１の間に、それぞれ１個ずつ配置されている
。
【００３１】
　図２、図３に示すごとく、半導体モジュール２の信号端子２１は、その突出方向Ｚに配
置された回路基板３に接続されている。
　図４に示すごとく、回路基板３は、信号端子２１を挿通して接続するための複数のスル
ーホール３１を有する。スルーホール３１は、上述のように配列された複数の半導体モジ
ュール２における複数の信号端子２１に対応して形成されている。すなわち、複数のスル
ーホール３１は、端子列２２における複数の信号端子２１と同様に、一直線上に一列に並
んだホール列３２を有する。そして、回路基板３は、複数の端子列２２に対応する複数の
ホール列３２を備えている。複数のホール列３２は、上アーム端子列２２Ｈに対応する上
アームホール列３２Ｈと、下アーム端子列２２Ｌに対応する下アームホール列３２Ｌとが
、直交方向Ｘに互いにずれた状態となるように配置されている。
【００３２】
　複数の半導体モジュール２の複数の信号端子２１は、それぞれ回路基板３における複数
のスルーホール３１に挿通されると共に、はんだ等によって接続されている。
　回路基板３には、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの間の領域に、電子
部品１１が実装されている。つまり、図４に示すごとく、回路基板３における、上アーム
ホール列３２Ｈと下アームホール列３２Ｌとの間に、電子部品１１が実装されている。
【００３３】
　本例において、電子部品１１は、半導体モジュール２におけるスイッチング素子２０１
が、ノイズによってオンされることを防ぐためのオフ保持回路を構成するＭＯＳＦＥＴで
ある。すなわち、このオフ保持用ＭＯＳ（電子部品１１）は、各半導体モジュール２に対
してそれぞれ設けられている。そして、当該半導体モジュール２に直列接続された他の半
導体モジュール２のターンオン時に発生するコレクタ－エミッタ間のサージ電圧が、当該
半導体モジュール２のスイッチング素子２０１のゲートに重畳して、当該半導体モジュー
ル２をターンオンしてしまうことを防ぐ。つまり、当該半導体モジュール２がオフである
べき状態において、スイッチング素子２０１のゲート電位を強制的にエミッタ電位にし、
半導体モジュール２の誤動作を防いでいる。かかる観点から、オフ保持用ＭＯＳ（電子部
品１１）は、極力、半導体モジュール２における信号端子２１に近い位置に配置されるこ
とが望まれる。
【００３４】
　回路基板３には、ホール列３２と、他のホール列３２やその他の配線との間で電気的絶
縁を確保するための絶縁境界ライン３３が形成されている。つまり、絶縁境界ライン３３
は、各ホール列３２を囲むように、回路基板３に形成されている。また、絶縁境界ライン
３３に囲まれた領域には、ホール列３２の他に、当該ホール列３２と電気的に接続される
電子部品１１（オフ保持用ＭＯＳ）が実装されている。
【００３５】
　また、回路基板３には、高電圧が加わる高圧回路領域と、低電圧が加わる低圧回路領域
とが、分かれて設けられており、複数のホール列３２は、高圧回路領域に形成されている
。
【００３６】
　次に、本例の作用効果につき説明する。
　上記電力変換装置１においては、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとが、
直交方向Ｘに互いにずれた状態で配置されている。これにより、上アーム端子列２２Ｈと
下アーム端子列２２Ｌとを並び方向Ｙに近付けても、両者間の沿面距離を確保することが
可能となる。仮に、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとが直交方向Ｘにおけ
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る同じ位置に配置されている場合、すなわち上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２
Ｌとが並び方向Ｙに一直線上に並んでいる場合、両者を並び方向Ｙに近付けると両者間の
沿面距離が短くなってしまう（比較例１、図１２参照）。
【００３７】
　これに対して、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとを直交方向Ｘにずらし
て配置することにより、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとを並び方向Ｙに
近付けても、両者間の沿面距離を確保することができる。そのため、上アーム端子列２２
Ｈ及び下アーム端子列２２Ｌの配置スペースを、並び方向Ｙにおいて縮小することが可能
となる。その結果、並び方向Ｙにおける回路基板３の小型化が可能となる。
【００３８】
　また、これに伴い、回路基板３における半導体モジュール２以外の部品の実装スペース
を確保しやすくなる。つまり、並び方向Ｙにおける上アーム端子列２２Ｈ及び下アーム端
子列２２Ｌの配置スペースを縮小することにより、並び方向Ｙにおける上アーム端子列２
２Ｈ及び下アーム端子列２２Ｌの両側において、回路基板３における部品実装スペースを
広げることができる。また、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとを直交方向
Ｘにずらすことにより、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの間において、
回路基板３に部品を実装する領域を確保することも可能となる。このように、上記のよう
な上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの配置によって、回路基板３における
部品実装の自由度を向上することもできる。
【００３９】
　また、複数の上アーム端子列２２Ｈと複数の下アーム端子列２２Ｌとは、直交方向Ｘに
交互に配置されている。これにより、互いに直列接続される上アーム半導体モジュール２
Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとの間の配線を効率的に行うことができる。そして、
この場合、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの沿面距離を考慮する必要が
特に生じるが、上述のように両者の配置を直交方向Ｘにずらすことで、沿面距離を確保す
ることができる。
【００４０】
　また、直交方向Ｘから見たとき、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとは、
互いに重ならない位置に配置されている。これにより、上アーム端子列２２Ｈと下アーム
端子列２２Ｌとの沿面距離を確保しやすくなる。
【００４１】
　また、上アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとは同一構造を
有し、直交方向Ｘの向きが互いに反対向きとなるように配置されている。これにより、上
アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとの部品共通化を図ること
ができるため、電力変換装置１の製造コストを低減することができる。
　また、回路基板３には、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの間の領域に
、電子部品１１が実装されている。これにより、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列
２２Ｌとの間の領域を有効利用することができる。
【００４２】
　以上のごとく、本例によれば、信号端子の並び方向における回路基板の小型化を可能と
すると共に、該回路基板における部品実装の自由度を向上することができる電力変換装置
を提供することができる。
【００４３】
（実施例２）
　本例は、図７～図９に示すごとく、直交方向Ｘから見たとき上アーム半導体モジュール
２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとが一部において重なっている電力変換装置１の例
である。
　すなわち、実施例１においては、直交方向Ｘから見たとき上アーム半導体モジュール２
Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとが互いに重ならない配置（図１、図２参照）とした
が、本例においては、図７、図８に示すごとく、両者が互いに部分的に重なる状態で配置
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されている。ただし、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとは、直交方向Ｘか
ら見たとき互いに重ならないような配置となっている。
【００４４】
　これに伴い、図９に示すごとく、回路基板３において、上アームホール列３２Ｈと下ア
ームホール列３２Ｌとが、互いに並び方向Ｙに近付いた配置となっている。
　その他は、実施例１と同様である。また、本例に関する図面に用いた符号のうち、実施
例１において用いた符号と同一のものは、特に示さない限り、実施例１と同様の構成要素
等を表す。
【００４５】
　本例の場合には、複数の半導体モジュール２の配置スペースを、並び方向Ｙにおいてよ
り小さくすることができる。その結果、並び方向Ｙにおける電力変換装置１の小型化を図
ることができる。
　また、回路基板３におけるホール列３２の形成領域を、並び方向Ｙにおいて小さくする
ことができる。その結果、回路基板３の並び方向Ｙの寸法を小さくしたり、回路基板３に
おけるホール列３２に対して並び方向Ｙの両側に部品実装スペースを確保したりすること
が可能となる。
　その他、実施例１と同様の作用効果を有する。
【００４６】
（実施例３）
　本例は、図１０、図１１に示すごとく、複数の上アーム半導体モジュール２Ｈと複数の
下アーム半導体モジュール２Ｌとは、直交方向Ｘに一列にかつ交互に配置されている例で
ある。
　すなわち、半導体モジュール２の本体部２００が、直交方向Ｘから見たとき、略完全に
重なった状態で一列に配置されている。
【００４７】
　本例においても、同一構造の半導体モジュール２を、上アーム半導体モジュール２Ｈ及
び下アーム半導体モジュール２Ｌとして用い、直交方向Ｘの向き（両主面２０３の向き）
が互いに反対向きとなるように配置してある。ここで、各半導体モジュール２においては
、端子列２２が、本体部２００において並び方向Ｙに偏った配置となっているため、上ア
ーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとは、直交方向Ｘから見たとき、互いに重なら
ない。
　その他は、実施例１と同様である。また、本例に関する図面に用いた符号のうち、実施
例１において用いた符号と同一のものは、特に示さない限り、実施例１と同様の構成要素
等を表す。
【００４８】
　本例の場合には、複数の半導体モジュール２の配置スペースを、並び方向Ｙにおいて、
更に小さくすることができ、並び方向Ｙにおける電力変換装置１の一層の小型化を図るこ
とができる。
　その他、実施例１と同様の作用効果を有する。
【００４９】
（比較例１）
　本例は、図１２に示すごとく、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとが直交
方向Ｘにおける同じ位置に配置されている電力変換装置９の例である。
　すなわち、上アーム端子列２２Ｈの複数の信号端子２１と下アーム端子列２２Ｌの複数
の信号端子２１とが並び方向Ｙに一直線上に並んでいる。
【００５０】
　また、本例の電力変換装置９においては、隣り合う冷却管４１の間に、上アーム半導体
モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとを、並び方向Ｙに並べて配置してある
。
　その他は、実施例１と同様である。また、本例に関する図面に用いた符号のうち、実施



(10) JP 5573884 B2 2014.8.20

10

20

30

40

例１において用いた符号と同一のものは、特に示さない限り、実施例１と同様の構成要素
等を表す。
【００５１】
　本例の場合、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとを並び方向Ｙに近付ける
と両者間の沿面距離が短くなってしまう。そのため、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端
子列２２Ｌとを並び方向Ｙに近付けるには、限界がある。
【００５２】
　一方、上記沿面距離を確保するために、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌ
とを、並び方向Ｙにおいて互いに大きく引き離そうとすると、回路基板を、並び方向Ｙに
拡大する必要が生じるおそれがある。その結果、電力変換装置９の小型化が困難となるお
それがある。
　また、上アーム半導体モジュール２Ｈと下アーム半導体モジュール２Ｌとを、並び方向
Ｙに大きく引き離すと、半導体モジュール２の配置スペースが大きくなるため、並び方向
Ｙにおける電力変換装置９の大型化につながってしまうおそれがある。
【００５３】
（比較例２）
　本例は、図１３に示すごとく、比較例１と同様に上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子
列２２Ｌとが直交方向Ｘにおける同じ位置に配置すると共に、上アーム端子列２２Ｈを、
並び方向Ｙにおいて、本体部２００における下アーム半導体モジュール２Ｌと反対側の位
置に配置した例である。
【００５４】
　すなわち、本例の電力変換装置９０においては、上アーム半導体モジュール２Ｈと下ア
ーム半導体モジュール２Ｌとを、同じ向きで配置している。
　その他は、比較例１と同様である。また、本例に関する図面に用いた符号のうち、比較
例１において用いた符号と同一のものは、特に示さない限り、比較例１と同様の構成要素
等を表す。
【００５５】
　本例の場合には、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの間の沿面距離を確
保しやすい。しかし、上アーム端子列２２Ｈと下アーム端子列２２Ｌとの形成領域が、並
び方向Ｙにおいて大きくなり、これに伴い、回路基板におけるホール列が並び方向Ｙに分
散配置されることとなる。そのため、複数のホール列の形成領域が、回路基板において並
び方向Ｙにおいて大きくなり、回路基板における他の電子部品の搭載スペースに制約が生
じやすい。
【符号の説明】
【００５６】
　１　電力変換装置
　１１　電子部品
　２　半導体モジュール
　２０１　スイッチング素子
　２Ｈ　上アーム半導体モジュール
　２Ｌ　下アーム半導体モジュール
　２１　信号端子
　２２　端子列
　２２Ｈ　上アーム端子列
　２２Ｌ　下アーム端子列
　３　回路基板
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